
１． 継続事業の前提に関する注記

該当なし。

２． 重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

・ 満期保有目的の債権等 － 償却原価法（移動平均法に基づく原価法）

・ 上記以外の有価証券で時価のあるもの － 決算日の市場価格に基づく時価法

（２）固定資産の減価償却の方法

定額法

（３）引当金の計上基準

・ 退職給付引当金 －

・ 賞与引当金 － 当該会計年度の負担に属する額を見積もり計上する。

・ 徴収不能引当金 －

３． 重要な会計方針の変更

当年度より社会福祉法人会計基準（平成23年7月27日発）に変更した。

４． 法人で採用する退職給付制度

（１）横浜市社会福祉協議会の民間社会福祉事業従業者年金共済制度

（２）独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度

５． 法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分

（１）法人全体の財務諸表（第１号の１様式、第２号の１様式、第３号の１様式）

（２）社会福祉事業以外の事業を実施していないため、事業区分別内訳表は作成していない。

（３）拠点区分別内訳表（第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式）

（４）各拠点区分におけるサービス区分の内容

ア 法人本部拠点

① 法人本部

イ 養護老人ホームハマノ愛生園拠点

① 養護老人ホーム

② 横浜市高齢者生活支援ショートステイ事業

ウ 特別養護老人ホームハマノ愛生園拠点

① 介護老人福祉施設

② 短期入所生活介護

③ 横浜市等委託事業

エ 特別養護老人ホーム戸部ハマノ愛生園拠点

① 介護老人福祉施設

② 短期入所生活介護

③ 横浜市等委託事業

オ 浅間台地域ケアプラザ拠点

① 通所介護

② 居宅介護支援

③ 地域包括支援センター（介護予防支援含む）

④ 横浜市地域ケアプラザ運営委託（地域活動交流事業）

⑤ 横浜市等委託事業

カ 横浜市宮崎地域ケアプラザ拠点

① 通所介護

② 居宅介護支援

③ 地域包括支援センター（介護予防支援含む）

④ 横浜市地域ケアプラザ運営委託（地域活動交流事業）

⑤ 横浜市等委託事業

財務諸表に対する注記

法人の負担する横浜市社会福祉協議会福祉施設従事者共済制度掛金相当
額を計上する。

年度末において徴収することが不可能と判断される債権の金額と、債権総額
に過去の徴収不能額の割合を乗じた金額の合計額とする。

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

基本財産　建物 3,932,949,895 2,174,698,632 1,758,251,263

その他の資産　建物 128,885,673 59,223,382 69,662,291

その他の資産　構築物 9,446,500 4,492,080 4,954,420

その他の資産　車輌運搬具 72,257,794 56,987,560 15,270,234

その他の資産　器具及び備品 266,047,678 234,530,474 31,517,204

その他の資産　ソフトウエア 13,032,563 4,594,080 8,438,483

合計 4,422,620,103 2,534,526,208 1,888,093,895

設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 168,000,000

合計 168,000,000

基本財産　土地 2,546,519

基本財産　建物 1,564,941,085

合計 1,567,487,604

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 2,546,519 0 0 2,546,519

建物 1,866,131,617 0 107,880,354 1,758,251,263

合計 1,868,678,136 0 107,880,354 1,760,797,782



６． 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

７． 会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし。

８． 担保に供している資産

担保に供している資産は以下のとおりである。　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。　　　　　　（単位：円）

９． 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。（単位：円）

10．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

貸借対照表上、間接法で表示しているため、記載なし。

11．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

保有していないため、記載なし。

12．関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引がないため、記載なし。

13．重要な偶発債務

該当なし。

14．重要な後発事象

該当なし。

15．

該当なし。

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにする
ために必要な事項

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

基本財産　建物 3,932,949,895 2,174,698,632 1,758,251,263

その他の資産　建物 128,885,673 59,223,382 69,662,291

その他の資産　構築物 9,446,500 4,492,080 4,954,420

その他の資産　車輌運搬具 72,257,794 56,987,560 15,270,234

その他の資産　器具及び備品 266,047,678 234,530,474 31,517,204

その他の資産　ソフトウエア 13,032,563 4,594,080 8,438,483

合計 4,422,620,103 2,534,526,208 1,888,093,895

設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 168,000,000

合計 168,000,000

基本財産　土地 2,546,519

基本財産　建物 1,564,941,085

合計 1,567,487,604

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 2,546,519 0 0 2,546,519

建物 1,866,131,617 0 107,880,354 1,758,251,263

合計 1,868,678,136 0 107,880,354 1,760,797,782


